
交付金事業実施状況報告及び推進事業実績報告並びに基金事業実施状況報告及び活性化事業実績報告について

１．今年度に都道府県及び市町村が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等）

（単位：円）

２．消費者行政決算見込み額及び今年度の支出等額
（単位：円）

↑常勤化、定員増反映後

↑常勤化、定員増反映後

別　紙

事業名（事業メニュー） 都道府県 市町村 合計

１.消費生活相談機能整備・強化事業
※都道府県は被災４県のみ

-                      1,736,300           1,736,300        

２.消費生活相談員養成事業 -                      -                      -                    

３.消費生活相談員等レベルアップ事業 4,997,174           2,369,600           7,366,774        

４.消費生活相談体制整備事業 4,089,754           9,013,100           13,102,854       

５.市町村の基礎的な取組に対する支援事業 3,021,662           3,021,662        

６.地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業 9,467,771           13,676,000         23,143,771       

うち、先駆的事業 -                      -                      -                    

７.消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務 -                      -                      -                    

合計 21,576,361       26,795,000       48,371,361       

消費者行政決算総額（見込み） 113,690,181                                                             

都道府県決算（見込み） 62,119,661                                                              

管内市町村決算（見込み） 51,570,520                                                              

支出等額 48,371,361                                                              

支出等割合 43                                                                 ％ 29                   ％

支出等額（先駆的事業（交付金）を除く。） 48,371,361                                                              

支出等割合（先駆的事業（交付金）を除く。） 43                                                                 ％ 29                   ％



３．消費生活相談員養成事業

①参加者総数 ①参加者総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③参加自治体 ③参加自治体

①実地研修受入総数 ①実地研修受入総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③実地研修受入自治体 ③実地研修受入自治体

４．消費生活相談体制整備事業

人 人時間／年

人 人時間／年

人

人

人 円

人 円

実施形態 管内全体の研修参加・受入要望（事業計画） 管内全体の研修参加・受入（実績）

自治体参加型

人 人

人日 人日

法人募集型

人 人

人日 人日

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間） 事業実施自治体

県

管内市町村

対象人員数
（報酬引上げ）

事業実施自治体

県

管内市町村

対象人員数計 追加的総費用

県 0

管内市町村 0



５．都道府県が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：円）

事業名（事業メニュー）

事業計画 事業の実績

事業（実績）の概要
事業経費

交付金等対象経費
事業経費

交付金等対象経費

29年度
本予算

28年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

29年度
本予算

28年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催） 4,074,000 4,074,000 3,890,741 6,701 3,882,768
消費生活相談員研修実施（９日間、16講座）、消費生活相談員実務
セミナーの実施

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援） 1,187,000 687,000 500,000 1,107,705 607,705 500,000 相談員の研修参加支援（延べ15回）

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度
までの充実・強化が対象。

4,108,000 2,108,000 2,000,000 4,089,754 2,086,754 2,003,000
市町村支援専任相談員（非常勤職員）、事業者指導（非常勤職員）
各１名の配置

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業 3,253,000 1,835,000 1,418,000 3,021,662 1,600,662 1,421,000
市町村窓口への市町村支援担当の専任相談員の派遣（延べ６回）、
消費生活相談員に対し法的助言を行う弁護士・司法書士の配置（弁
護士12回、司法書士12回　計24回）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

7,793,000 4,293,000 3,500,000 7,306,159 3,806,159 3,500,000
県立大学連携講座の開催（15講座）、多重債務相談会（12回）、新聞
への広告掲載（１誌３回）、啓発冊子の作成及び配布

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

4,094,000 2,094,000 2,000,000 2,161,612 161,612 2,000,000
高知県くらしのサポーターフォローアップ研修（　回）、消費者団体補
助金（２団体）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

⑯消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

合計 24,509,000 11,017,000 9,418,000 4,074,000 21,577,633 8,269,593 9,424,000 3,882,768 



６．推進事業及び活性化事業（都道府県実施分）の実績詳細

７．消費生活相談員養成事業の研修参加、実地研修受入実績（都道府県実施分、該当する場合に記載）

事業名（事業メニュー） 対象経費（実績） 事業強化・機能強化の成果

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催） 審査員謝金（9,000円）、研修委託料（3,875,040円）、教材作成費（6,701円）
基礎的な法律知識や相談対応技術の体系的な習得により、市町村相談員の相談対応能
力の向上につながった。

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援） 旅費（1,065,705円）、研修負担金（42,000円） 相談員の相談対応能力の向上につながった。

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度
までの充実・強化が対象。

報酬（3,530,400円）、社会保険料（559,354円） 事業者指導の体制強化及び市町村窓口の支援の強化が図られた。

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業
報酬（1,769,900円）、社会保険料（282,435円）、専門家謝金（780,000円）、旅費（177,031円）、事務用品（11,296円）、研修
参加負担金（1,000円）

市町村窓口に相談員を派遣することにより、市町村窓口の支援強化が図られた。法律専
門家の助言を受けることにより、複雑・高度な相談への対応力の向上につながった。セン
ターに専任非常勤職員を配置し、市町村の消費者教育への取組を支援した。

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

講師等謝金(1,396,273円）、旅費（92,860円）、リーフレット等購入費（2,239,177円）、啓発資料作成（1,038,,960円）、事務用
品（192,690円）、啓発資料等郵送費（88,999円）、広告料（232,200円）、消費者教育用冊子作成委託料（2,025,000円）

啓発資料等の配布や出前講座により、消費者意識を高め、消費者被害の未然防止を図る
活動が強化された。若年層への消費者教育の推進が図られた。

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

講師等謝金(256,380円）、旅費（264,725円）、リーフレット等購入費（594,324円）、啓発資料作成（693,792円）、啓発資料等
郵送費（86,141円）、損害保険料（31,620円）、会場借上げ（8,630円）、研修参加負担金（5,000円）、消費者団体補助金
（221,000円）

ボランティアとの連携や消費者団体の活動への支援により、消費者意識を高め、消費者被
害の未然防止を図る活動が強化された。

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

⑯消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

実施形態
研修参加・受入要望 研修参加・受入

事業計画 実績

自治体参加型
参加希望者数 人 参加者数 人

年間研修総日数 人日 年間研修総日数 人日

法人募集型
実地研修受入希望人数 人 実地研修受入人数 人

年間研修総日数 人日 年間研修総日数 人日



８．今年度に管内の市町村が実施した推進事業及び活性化事業の総額（交付金等） （単位：円）

事業名（事業メニュー） 実施市町村

事業計画 事業の実績

事業経費

交付金等対象経費

事業経費

交付金等対象経費

29年度
本予算

28年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

29年度
本予算

28年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充） 須崎市、香南市、幡多広域市町村圏事務組合 1,755,000 1,705,000 50,000 1,743,884 1,492,700 243,600

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催） 高知市 100,000 100,000 100,000 100,000

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）
高知市、室戸市、安芸市、南国市、須崎市、宿毛市、土佐清水市、四万十市、香南市、香美
市、安田町、芸西村、土佐町、四万十町、黒潮町、幡多広域市町村圏事務組合 3,187,000 165,000 3,022,000 2,283,396 63,000 2,206,600

⑧消費生活相談体制整備事業 高知市、安芸市、南国市、須崎市、香南市、香美市、土佐町、幡多広域市町村圏事務組合 17,360,000 1,692,000 7,328,000 17,412,324 600,000 8,413,100

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

高知市、室戸市、安芸市、南国市、須崎市、土佐清水市、四万十市、香南市、香美市、安田
町、芸西村、本山町、大豊町、土佐町、四万十町、黒潮町、幡多広域市町村圏事務組合、宿
毛市

13,989,112 13,708,000 280,000 13,286,888 12,321,500 911,700

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

高知市、黒潮町 618,000 618,000 442,891 442,800

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

⑭消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

合計 37,009,112 17,888,000 10,780,000 - 35,269,383 14,920,000 11,875,000 - 



９．推進事業及び活性化事業（管内市町村実施分）の実績詳細

10．今年度の推進事業支出予定額 11．今年度の基金取崩し実績額

　 　

事業名（事業メニュー） 事業強化・機能強化の成果の概要

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充） 執務参考資料の購入により、相談員の対応力強化が図られた。広域で消費生活相談窓口を設置したことにより、消費生活相談体制の充実が図られた。

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援） 国民生活センターや県が主催する研修への相談員や相談窓口に従事する行政職員の参加により相談対応能力の向上につながった。

⑧消費生活相談体制整備事業 専任の相談員の配置により、複雑化・高度化する相談業務への対応強化が図られた。

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

啓発講座の開催、高齢者を対象とした出前講座の実施、啓発グッズ等の作成・配布等、消費者被害未然防止のための取組の強化が図られた。

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

法律専門家による無料相談会の開催により、より複雑な相談事例に対する問題解決力の強化が図られた。小学生や教員の啓発パンフレットの配布等により、学校での消
費者教育の推進が図られた。

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

⑭消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

交付金分 44,488,593            円 交付金相当分 3,882,768                      円

うち都道府県 17,693,593            円 うち都道府県 3,882,768                      円

うち管内の市町村合計 26,795,000            円 うち管内の市町村合計 -                                  円



12．消費者行政決算見込み額（１）

13．消費者行政決算見込み額（２）

平成２０年度 前年度 今年度 対平成２０年度差 対前年度差

①都道府県の消費者行政決算見込み額 30,546,000         円 56,546,601      円 62,119,661           円 31,573,661        円 5,573,060         円

うち交付金等対象経費 15,545,388 円 21,576,361           円 6,030,973         円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 4,031,619 円 6,142,089 円 2,110,470         円

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当 円 円 -                     円

うち先駆的事業 円 円 -                     円

うち交付金等対象外経費 30,546,000 円 41,001,213 円 40,543,300 円 9,997,300         円 -457,913          円

②都道府県の管内の市町村の消費者行政決算見込み総額 13,770,000         円 43,528,924      円 51,570,520           円 37,800,520        円 8,041,596         円

うち交付金等対象経費 21,646,000 円 26,795,000           円 5,149,000         円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 8,237,500 円 9,013,100 円 775,600            円

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当 円 円 -                     円

うち先駆的事業 円 円 -                     円

うち交付金相当分取崩対象外経費 13,770,000 円 21,882,924 円 24,775,520 円 11,005,520        円 2,892,596         円

③都道府県全体の消費者行政決算見込み総額 44,316,000         円 100,075,525    円 113,690,181         円 69,374,181        円 13,614,656       円

うち交付金等対象経費 37,191,388      円 48,371,361           円 11,179,973       円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 12,269,119      円 15,155,189           円 2,886,070         円

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当 -                   円 -                        円 -                     円

うち先駆的事業 -                   円 -                        円 -                     円

うち交付金等対象外経費 44,316,000         円 62,884,137      円 65,318,820           円 21,002,820        円 2,434,683         円

①定数内の消費者行政担当者数（平成20年度末時点） 11                     人

うち都道府県 9 人

うち管内市町村 2 人

②定数内の消費者行政担当者数（今年度末時点） 8                      人

うち都道府県 5 人

うち管内市町村 3 人

③定数内の消費者行政担当者の人件費（想定） 55,600,000         円

うち都道府県 34750000 円

うち管内市町村 20850000 円

④③を含めた交付金等対象外経費 120,918,820       円

うち都道府県 75,293,300         円

うち管内市町村 45,625,520         円

⑤消費者行政予算総額に占める交付金等支出額割合 28.6 ％

うち都道府県 22.3 ％

うち管内市町村 37.0 ％



14．基金の管理（実績）

15．都道府県の消費生活相談員の配置について

16．都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

設置当初の基金残高（交付金相当分） 154,383,000                         円

前年度末の基金残高（交付金相当分） 4,064,014                            円

今年度の基金取崩し額（交付金相当分） 3,882,768                            円

今年度の基金運用収入予定（交付金相当分） 485                                     円

今年度の基金積戻し額（交付金相当分） 円

今年度末の予定基金残高（交付金相当分）
　（※出納整理後の額を記載）

181,731                               円

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 人 今年度末実績 相談員総数 人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員総数 人 今年度末実績 相談員総数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員総数 9 人 今年度末実績 相談員総数 9 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員総数 人 今年度末実績 相談員総数 人

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

③就労環境の向上

④その他



17．管内市町村の消費生活相談員の配置について

18．今年度の管内の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 人 今年度末実績 相談員総数 人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員総数 人 今年度末実績 相談員総数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員総数 15 人 今年度末実績 相談員総数 17 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員総数 人 今年度末実績 相談員総数 人

処遇改善の取組 実施市町村及び具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

③就労環境の向上

④その他


